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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第14期
第１四半期
累計(会計)期間

第15期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第14期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 373,880 984,2101,977,374

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△105,416 79,591 △35,458

四半期純利益又は四半期（当期）純損失（△）（千円） △111,038 3,363 △603,863

持分法を適用した場合の投資利益（千円） － － －

資本金（千円） 1,153,150 － －

発行済株式総数（株） 155,224 － －

純資産額（千円） 312,144 926,840 213,397

総資産額（千円） 696,5141,692,444901,803

１株当たり純資産額（円） 2,010.932,691.47 709.96

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）
△719.70 9.82 △3,166.30

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － 9.75 －

１株当たり配当額（円） － － －

自己資本比率（％） 44.8 54.5 18.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△0 △111,326 73,436

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△18,375△102,524△56,300

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
84,510 △22,776 377,777

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 121,000 538,689 449,633

従業員数（人） 83 281 198

　（注）１　第14期第１四半期累計（会計）期間は四半期連結財務諸表を作成していないため、第14期第１四半期連結累計

（会計）期間に代えて第14期第１四半期累計（会計）期間について記載しております。

２　売上高には、消費税等は含んでおりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益は、第14期第１四半期累計（会計）期間については関連会社の損益等から

みて重要性が乏しいため記載しておりません。また、第14期及び第15期第１四半期連結累計（会計）期間に

ついては、連結財務諸表を作成しているため、記載しておりません。

４　第14期第１四半期累計（会計）期間及び第14期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（ユニバーサルソリューションシステムズ株式会社）、子会社２

社により構成されております。当社は、自らをＡＳＰサービスの提供企業と定義しており、主に中～大規模のチェーン

店舗を運営する企業を中心とする顧客企業に対してＩＴ化を中心とするＡＳＰサービスの提供を行っております。 

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　また、当第１四半期連結会計期間における主要な関係会社の異動等は次の通りです。

　

　[ＡＳＰ事業]

主要な関係会社の異動はありません。

[eコマース事業]

主要な関係会社の異動はありません。

[オフィスソリューション事業]

平成22年４月にメディカモバイル株式会社を新たに連結の範囲に含めております。

[人材関連事業]

  当第１四半期連結会計期間において株式会社南日本教育研究所を設立しておりますが、重要性が低いため連結の範

囲に含めておりません。

　

３【関係会社の状況】

　　　当第１四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。　

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有
割合（％）

関係内容

（連結子会社）
　
メディカモバイル㈱
（注）１．２

　

東京都豊島区　 313
オフィスソリュー

ション事業
100

業務提携、
役員の兼任２名

（注）１ 主要な事業の内容欄には、セグメント情報の名称を記載しております。

２ 特定子会社に該当しております。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 281（19）　

　（注）１　従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であります。 

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であ

ります。

３　臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。

４　従業員数が当第一四半期連結会計期間において83名増加しております。主な理由は、平成22年4月1日付で、メ

ディカモバイル株式会社を子会社化したことによるものであります。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 82（8）　

　（注）１　従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）でありま

す。

３　臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　提供するサービスの性格上、生産に該当する事項はありません。

(2）受注状況

　提供するサービスの性格上、受注生産という概念の意義が薄いため、当該記載を省略しております。

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次の通りであります。

セグメントの名称 販売高（千円）

ＡＳＰ事業 210,908

ｅコマース事業 107,663

人材関連事業 534,083

オフィスソリューション事業 131,555

合計 984,210

　（注）１　当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は

次の通りであります。

相手先

当第１四半期連結会計期間 
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

販売高（千円） 割合（％）

㈱光通信 348,915 35.5

㈱メンバーズモバイル 136,683 13.9

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　前第１四半期会計期間は四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期との比較分析は行ってお

りません。

　

２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前連結会計年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　株式譲渡契約書の締結

（1）株式譲渡契約の内容

　当社グループは、平成22年４月28日開催の取締役会の決議に基づき、平成22年４月30日、エン・ジャパン株式会社

との間において、当社の連結子会社であるフロンティア株式会社の株式300株をエン・ジャパン株式会社から譲り

受ける内容の、株式譲渡契約を締結いたしました。

　

（2）株式譲渡契約の目的

当社は、光通信グループにおいて事業拡大が計画されている人材関連事業に関するＩＴサービスの提供を目的と

して、平成21年10月30日付で当社代表取締役社長の青木毅が代表者を務める光通信グループの教育・研修事業会社

「フロンティア株式会社(東京都新宿区)」の発行済株式の55.0％（367株）を取得し、同社を子会社化いたしまし

た。

  同社の人材関連事業は順調に推移しており、当社はこの度、同社の発行済株式の45.0％（300株）を追加取得する

ことにより、同社を当社の100％完全子会社とすることといたしました。

　当社は、同社を完全子会社化することによって、より機動的な経営が行えるようになり、当社グループの事業を拡

大することが可能になると考えております。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

 

　　(1）業績の状況

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府による経済対策やアジアを中心とした新興国需要を背

景に、景気悪化に底打ちの兆しが見られるものの、欧州諸国の財政危機に端を発する株安や円高傾向が強まり、

失業率が高水準に推移するなど、依然として厳しい状況が続いております。　

　当社の属する情報サービス産業におきましても、企業の開発投資、設備投資は抑制傾向にあり、経営環境は引き

続き厳しい状況にあります。

　このような情勢の下、当社は、平成21年９月より経営体制を刷新し、親会社である株式会社光通信並びにグルー

プ企業との協力関係を深めながら事業の再構築に取り組んでまいりました。

　当社は、平成22年４月１日付「主要株主の異動に関するお知らせ」にてお知らせしております通り、平成22年

４月１日付でメディカモバイル株式会社（東京都豊島区、代表取締役青木毅）を株式交換により完全子会社化

いたしました。当社の主力商品である介護ソリューション事業の拡大を目指すため、営業力の強化を図っており

ます。また、平成22年４月28日付「株式取得によるフロンティア株式会社の完全子会社化に関するお知らせ」に

てお知らせしております通り、平成22年４月30日付でフロンティア株式会社（東京都新宿区、代表取締役青木

毅）を株式取得により完全子会社化いたしました。完全子会社化により、光通信並びにグループ企業の人材関連

事業に、機動的に対応出来る体制を構築しております。　

　売上高につきましては、ＡＳＰ事業において、外食向けソリューションに関しては既存顧客との取引が堅調に

推移し、介護ソリューションに関しては完全子会社化したメディカモバイル株式会社による販売活動をスター

トしています。なお、メディカモバイル株式会社では介護業界向けに携帯電話・ＯＡ機器等の販売を従来から

行っており、連結子会社化の結果、オフィスソリューション事業の売上が増加しております。eコマース事業の実

績は当初計画に対して順調に推移し、当初計画数値を達成しております。また完全子会社化した株式会社フロン

ティアの人材関連事業は、携帯電話・スマートフォン等のモバイル機器関連の教育・研修、人材派遣・紹介事業

を中心に堅調に推移し、グループ売上を牽引しました。

　一方、収益面につきましては、前期から取り組んでいる外注加工費や製造経費などの原価及び人件費の抑制、本

社の移転による家賃の削減などの効果により、販売費及び一般管理費が減少し、収益の改善を実現いたしまし

た。　

　以上の結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は984,210千円となり、売上総利益414,546千円、営業利益

79,232千円、経常利益79,591千円となりました。またセグメントごとの売上高につきましては、ＡＳＰ事業は

210,908千円、eコマース事業は107,663千円、人材関連事業は534,083千円、オフィスソリューション事業は

131,555千円となりました。
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　　(2）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、538,689千円となりまし

た。これは、前連結会計年度に比べ資金が236,589千円減少したものの、新規連結に伴う資金の増加により

325,644千円増加したこと等によるものであります。

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結会計期間における営業活動の結果、減少した資金は111,326千円となりました。収入の主な内

訳は、税金等調整前四半期純利益の計上83,175千円及びのれん償却額の計上23,868千円によるキャッシュ・フ

ローの増加であり、支出の主な内訳は、売上債権の減少120,286千円及び未払金の増加45,740千円によるキャッ

シュ・フローの減少であります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結会計期間における投資活動の結果、減少した資金は102,524千円となりました。支出の主な内

訳は、子会社株式取得による支出79,190千円及び敷金及び保証金の増加14,254千円によるキャッシュ・フロー

の減少であります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結会計期間における財務活動の結果、減少した資金は22,776千円となりました。主な内訳は、短

期借入金の返済による支出15,000千円及び長期借入金の返済による支出4,149千円によるキャッシュ・フロー

の減少であります。

 

　　(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当社は、過去において不適切な会計処理が行われていたことが判明したため、平成22年４月19日付で、平成18年

３月期から平成20年３月期にかかる有価証券報告書及び平成20年３月期にかかる半期報告書の訂正報告書を、

平成22年４月20日付で及び平成19年３月期にかかる半期報告書、平成21年３月期にかかる有価証券報告書及び

平成21年３月期第１四半期から平成22年３月期第３四半期にかかる四半期報告書の訂正報告書を、平成22年６

月16日付で平成18年３月期から平成21年３月期にかかる有価証券報告書、平成18年３月期から平成20年３月期

にかかる半期報告書及び平成21年３月期第１四半期から平成22年３月期第３四半期にかかる四半期報告書の訂

正報告書を関東財務局長へ提出いたしました。

　また株式会社大阪証券取引所において、平成22年4月19日付で当社株式は監理銘柄(審査中）に指定されており

ます。

　株主様をはじめ関係者の皆様には大変なご心配をおかけしておりますことを、改めて深くお詫び申し上げま

す。

　現在、当社グループではガバナンス体制及び内部統制の更なる強化を図り、再発防止策に向けた社内体制整備

を徹底して推進しております。

　 

　　(4）研究開発活動

　当社グループは、当第１四半期連結会計期間においては研究開発投資は行っておりません。

    

EDINET提出書類

ユニバーサルソリューションシステムズ株式会社(E05523)

四半期報告書

 6/38



第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,370,496

計 1,370,496

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 342,624 342,624
大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 342,624 342,624 ― ―

　（注）普通株式は完全議決権株式であり、権利内容になんら限定のない当社における標準となる株式であります。
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（２）【新株予約権等の状況】

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、以下の通りであります。

（平成16年３月30日臨時株主総会決議）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 　　　　　　　　　                  　　 　410 　　　　　

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）                                     210

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　　　                      　　　　 　1,230 　　　　　

新株予約権の行使時の払込金額（円） 16,685

新株予約権の行使期間
平成19年４月１日から

平成27年３月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　　　　　　　　　　　　　　　16,685

資本組入額　　　　　　　　　　　　　　 　 8,343

新株予約権の行使の条件 （注）８

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。但し、かか

る調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式数についてのみ

行われ、調整の結果１株未満の端株が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（併合）の比率

２　平成18年２月９日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日付で１株を３株とする株式分割を行ってい

る。これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されている。

３　 平成20年５月22日取締役会決議、平成20年６月10日払込期日の第三者割当による新株式発行に係る１株当た

りの払込金額が、新株予約権発行要項に定める行使価額の調整に関する事項に定める時価を下回っている。

これにより、「新株予約権の行使時の払込金額」が調整されている。

４　平成21年３月17日取締役会決議、平成21年４月２日払込期日の第三者割当による新株式発行に係る１株当た

りの払込金額が、新株予約権発行要項に定める行使価額の調整に関する事項に定める時価を下回っている。

これにより、「新株予約権の行使時の払込金額」が調整されている。

５　 平成21年10月２日取締役会決議、平成21年10月20日払込期日の第三者割当による新株式発行に係る1株当た

りの払込金額が、新株予約権発行要項に定める行使価額の調整に関する事項に定める時価を下回っている。

これにより、「新株予約権の行使時の払込金額」が調整されている。

６　当社が時価を下回る払込価額で新株式を発行するときは、次の算式により払込金額を調整し、調整による１円

未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝
既発行株式数×調整前払込金額＋新規発行株式数×１株当り払込金額

既発行株式数＋新規発行株式数

７　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生

じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

　

EDINET提出書類

ユニバーサルソリューションシステムズ株式会社(E05523)

四半期報告書

 9/38



８　新株予約権の行使の条件

(1）対象者は、権利行使時においても当社の取締役又は社員の地位にあることを要す。但し、任期満了による退

任、定年退職、当社関連会社などへの移籍その他正当な理由がある退職の場合はこの限りではない。

(2）新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

(3）新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。但し、(4）に規定する「新株予約

権割当契約」に定める条件による。

(4）その他の条件は、臨時株主総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者と

の間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

９　新株予約権の取得事由及び取得の条件

　新株予約権者が権利行使をする前に、注８(1）記載の条件に該当しなくなったため新株予約権を行使できな

かった場合、当該新株予約権については無償で取得することができる。
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（平成17年３月24日臨時株主総会決議）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 450

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 366

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,350

新株予約権の行使時の払込金額（円） 25,202

新株予約権の行使期間
平成19年４月１日から

平成27年２月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　　　　　　　　　　　 25,202

資本組入額　　　　　　　　　　　　　　　 12,601

新株予約権の行使の条件 （注）８

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。但し、か

かる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数についての

み行われ、調整の結果生じる１株未満の端株については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（併合）の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２　平成18年２月９日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日付で１株を３株とする株式分割を行ってい

る。これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されている。

３　平成20年５月22日取締役会決議、平成20年６月10日払込期日の第三者割当による新株式発行に係る１株当た

りの払込金額が、新株予約権発行要項に定める行使価額の調整に関する事項に定める時価を下回っている。

これにより、「新株予約権の行使時の払込金額」が調整されている。

４　平成21年３月17日取締役会決議、平成21年４月２日払込期日の第三者割当による新株式発行に係る１株当た

りの払込金額が、新株予約権発行要項に定める行使価額の調整に関する事項に定める時価を下回っている。

これにより、「新株予約権の行使時の払込金額」が調整されている。

５　 平成21年10月２日取締役会決議、平成21年10月20日払込期日の第三者割当による新株式発行に係る1株当た

りの払込金額が、新株予約権発行要項に定める行使価額の調整に関する事項に定める時価を下回っている。

これにより、「新株予約権の行使時の払込金額」が調整されている。

６　当社が時価を下回る払込価額で新株式を発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を

調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式数から当社が保有する普通株式にかかる自

己株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」に読み替えるものとする。

７　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生

じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率
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８　新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役、監査役、顧問又は従業員その他

これに準ずる地位にあることを要す。但し、任期満了による退任、定年退職その他これに準ずる正当な理由

のある場合はこの限りではない。

(2）新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。

(3）新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

(4）その他の条件は、臨時株主総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者と

の間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

９　新株予約権の取得事由及び取得の条件

当社は、新株予約権の割当を受けた者が注８(1）に定める規定により、権利を行使する条件に該当しなく

なった場合及び新株予約権を喪失した場合にはその新株予約権を取得することができる。この場合、当該新

株予約権は無償で取得するものとする。

　

EDINET提出書類

ユニバーサルソリューションシステムズ株式会社(E05523)

四半期報告書

12/38



 　　　　　（平成17年３月24日臨時株主総会決議）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 50

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 40

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 150

新株予約権の行使時の払込金額（円） 25,202

新株予約権の行使期間
平成19年４月１日から

平成27年２月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　 　　　　　　　　　　　　25,202

資本組入額　　　　　　　　　　　　　　　 12,601

新株予約権の行使の条件 （注）８

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。但し、か

かる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数についての

み行われ、調整の結果生じる１株未満の端株については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（併合）の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２　平成18年２月９日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日付で１株を３株とする株式分割を行ってい

る。これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されている。

３　平成20年５月22日取締役会決議、平成20年６月10日払込期日の第三者割当による新株式発行に係る１株当た

りの払込金額が、新株予約権発行要項に定める行使価額の調整に関する事項に定める時価を下回っている。

これにより、「新株予約権の行使時の払込金額」が調整されている。

４　平成21年３月17日取締役会決議、平成21年４月２日払込期日の第三者割当による新株式発行に係る１株当た

りの払込金額が、新株予約権発行要項に定める行使価額の調整に関する事項に定める時価を下回っている。

これにより、「新株予約権の行使時の払込金額」が調整されている。

５　 平成21年10月２日取締役会決議、平成21年10月20日払込期日の第三者割当による新株式発行に係る1株当た

りの払込金額が、新株予約権発行要項に定める行使価額の調整に関する事項に定める時価を下回っている。

これにより、「新株予約権の行使時の払込金額」が調整されている。

６　当社が時価を下回る払込価額で新株式を発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を

調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式数から当社が保有する普通株式にかかる自

己株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」に読み替えるものとする。

７　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生

じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率
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８　新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役、監査役、顧問又は従業員その他

これに準ずる地位にあることを要す。但し、任期満了による退任、定年退職その他これに準ずる正当な理由

のある場合はこの限りではない。

(2）新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。

(3）新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

(4）その他の条件は、臨時株主総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者と

の間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

９　新株予約権の取得事由及び取得の条件

当社は、新株予約権の割当を受けた者が注８(1）に定める規定により、権利を行使する条件に該当しなく

なった場合及び新株予約権を喪失した場合にはその新株予約権を取得することができる。この場合、当該新

株予約権は無償で取得するものとする。
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 会社法に基づき発行した新株予約権は、次の通りであります。 

 　　　　　（平成21年６月25日定時株主総会決議）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 8,500

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 8,500

新株予約権の行使時の払込金額（円） 5,101

新株予約権の行使期間
平成23年11月27日から

平成31年11月22日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 　5,101

資本組入額　 　2,551

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

  （注）１　新株予約権発行日以降、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式

により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

２　新株予約権発行日以降、当社が時価を下回る価額で普通株式を発行する場合（新株予約

権の行使によるものを除く。）、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる1 円未満の端

数は切り上げる。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

３　発行日後に当社が他社と合併を行う場合、又は当社が会社分割を行う場合、並びに当社が

完全子会社となる株式交換又は株式移転を行う場合、その他これらの場合に準じ、払込金額の調

整を必要とする場合には、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

４　新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社子会社の取締役、監査役もし

くは従業員の地位を有していることを要する。

但し、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合については、この限

りではない。

(2) (1)にかかわらず、対象者が取締役、監査役もしくは従業員の地位を喪失した場合であっても、対象者であ

る取締役、監査役もしくは従業員が「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」に規定される

関係会社又は子会社に転籍した場合には、本新株予約権を行使することができる。

(3) 新株予約権の割当を受けた者が死亡した場合は、権利行使期間中といえども、直ちに新株予約権を喪失す

る。

(4) 新株予約権を譲渡し、又はこれに担保権を設定することはできない。

(5) その他の条件は、定時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間

で締結する「新株予約権総数引受に関する契約書」に定めるところによる。
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５　新株予約権の取得条項

(1) 当社は、新株予約権の割当てを受けた者が権利を行使する条件に該当しなくなった場合及び新株予約権を

喪失した場合にはその新株予約権を取得することができる。この場合、新株予約権は無償で取得するもの

とする。

(2) 新株予約権割当日から新株予約権を行使することができる期間の開始日の前日までの間に、株式会社ジャ

スダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値が一度でも割当日の終値の60％を下回った

場合において、当社取締役会が取得する日を定めたときは、当該日が到来することをもって、当社は当該新

株予約権を無償で取得することができる。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額

（千円）

資本金残高

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

 （千円）
平成22年４月１日

（注）
107,400 342,624 － 1,326,990751,8001,685,840

（注）メディカモバイル株式会社を完全子会社とする株式交換による増加であります。

　

（６）【大株主の状況】

　平成22年４月１日付けでメディカモバイル株式会社との株式交換の効力が発生したことにより、山口浩行、株

式会社エフティコミュニケーションズ、青木毅、株式会社インテックは大株主でなくなり、新たに以下の会社が

大株主になりました。

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）　　　

ＳＢＩ・リアル・インキュ

ベーション１号投資事業有限

責任組合

東京都港区六本木一丁目６番１号 40,000 11.67

株式会社アイ・イーグループ 東京都豊島区南池袋一丁目16番15号 16,200 4.73

ＳＢＩビービー・モバイル投

資事業有限責任組合
東京都港区六本木一丁目６番１号 16,000 4.67

株式会社テレ・マーカー 北海道札幌市東区北十四条東十五丁目３番５号 12,000 3.50
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】　

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 235,224 235,224

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 235,224 － －

総株主の議決権 － 235,224 －

 （注）平成22年４月１日付けでメディカモバイル株式会社との株式交換の効力が発生したことにより、発行済株式総数

及び議決権の数がそれぞれ107,400株及び107,400個増加しております。

　

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月

最高（円） 8,770 7,700 7,480

最低（円） 6,250 5,960 5,700

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について

(1）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　

(2）当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　

(3）前第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21年

４月１日から平成21年６月30日まで）は四半期連結財務諸表を作成していない為、前第１四半期連結会計期間（平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで）に係る四半期連結損益計算書並びに前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで）に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書に代えて、前第１四半期会計期間（平成21年４月１日か

ら平成21年６月30日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四

半期損益計算書並びに前第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期

キャッシュ・フロー計算書を記載しております。

　

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期

間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、優成監査法人による四半期

レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 538,689 449,633

売掛金 436,172 231,696

商品及び製品 1,611 －

原材料及び貯蔵品 335 589

その他 58,714 48,793

貸倒引当金 △11,857 △17,984

流動資産合計 1,023,665 712,729

固定資産

有形固定資産 ※
 40,739

※
 33,060

無形固定資産

のれん 450,343 34,772

その他 3,676 4,058

無形固定資産合計 454,019 38,831

投資その他の資産

敷金及び保証金 118,764 106,001

その他 129,919 85,542

貸倒引当金 △79,727 △78,830

投資その他の資産 168,956 112,713

固定資産合計 663,716 184,605

繰延資産 5,062 4,468

資産合計 1,692,444 901,803

負債の部

流動負債

買掛金 84,972 64,422

短期借入金 5,000 20,000

1年内返済予定の長期借入金 16,596 16,596

未払金 286,226 279,938

未払法人税等 86,972 39,431

賞与引当金 26,200 7,332

その他 151,269 137,516

流動負債合計 657,237 565,237

固定負債

長期借入金 45,456 49,605

退職給付引当金 7,413 7,637

その他 55,497 65,926

固定負債合計 108,366 123,169

負債合計 765,603 688,406
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,326,990 1,326,990

資本剰余金 1,685,840 934,040

利益剰余金 △2,090,668 △2,094,031

株主資本合計 922,162 166,999

新株予約権 4,678 2,673

少数株主持分 － 43,724

純資産合計 926,840 213,397

負債純資産合計 1,692,444 901,803
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（２）【四半期連結損益計算書】
【前第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 373,880

売上原価 292,191

売上総利益 81,689

販売費及び一般管理費 ※
 147,281

営業損失（△） △65,592

営業外収益

受取利息 70

その他 1

営業外収益合計 72

営業外費用

支払利息 3,610

未使用賃借料 34,294

その他 1,991

営業外費用合計 39,895

経常損失（△） △105,416

特別利益

貸倒引当金戻入額 5,376

特別利益合計 5,376

特別損失

固定資産除却損 8

賃貸借契約解約損 2,450

損害賠償金 222

訴訟関連費用 7,500

特別損失合計 10,181

税引前四半期純損失（△） △110,221

法人税、住民税及び事業税 817

四半期純損失（△） △111,038
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【当第１四半期連結累計期間】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 984,210

売上原価 569,664

売上総利益 414,546

販売費及び一般管理費 ※
 335,313

営業利益 79,232

営業外収益

受取利息 1

助成金収入 1,253

その他 288

営業外収益合計 1,543

営業外費用

支払利息 492

株式交付費償却 692

営業外費用合計 1,185

経常利益 79,591

特別利益

貸倒引当金戻入額 5,229

特別利益合計 5,229

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 1,645

特別損失合計 1,645

税金等調整前四半期純利益 83,175

法人税、住民税及び事業税 85,132

法人税等調整額 △5,319

法人税等合計 79,812

少数株主損益調整前四半期純利益 3,363

四半期純利益 3,363
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
【前第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △110,221

減価償却費 37,152

株式交付費 395

社債発行費償却 467

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,376

賞与引当金の増減額（△は減少） △17,493

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,531

受取利息及び受取配当金 △72

支払利息 3,610

為替差損益（△は益） 44

固定資産除却損 8

損害賠償金 222

賃貸借契約解約損 2,450

訴訟関連費用 7,500

売上債権の増減額（△は増加） 62,165

たな卸資産の増減額（△は増加） 7,697

破産更生債権等の増減額（△は増加） △8,530

仕入債務の増減額（△は減少） △7,465

未払金の増減額（△は減少） 36,809

その他の資産の増減額（△は増加） 4,190

その他の負債の増減額（△は減少） △1,623

小計 13,461

利息及び配当金の受取額 72

利息の支払額 △5,744

損害賠償金の支払額 △222

賃貸借契約解約による支払額 △2,450

訴訟関連費用の支払額 △1,850

法人税等の支払額 △3,267

営業活動によるキャッシュ・フロー △0

投資活動によるキャッシュ・フロー

ソフトウエアの取得による支出 △4,331

ソフトウエアの製作による支出 △14,261

敷金及び保証金の増減額（△は増加） 217

投資活動によるキャッシュ・フロー △18,375

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △185,000

新株予約権付社債の買入消却による支出 △95,000

株式の発行による収入 370,000

株式の発行による支出 △2,587

未払金の返済による支出 △2,902

財務活動によるキャッシュ・フロー 84,510

現金及び現金同等物に係る換算差額 △44

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 66,090

現金及び現金同等物の期首残高 54,909

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 121,000
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【当第１四半期連結累計期間】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 83,175

減価償却費 3,192

のれん償却額 23,868

株式報酬費用 2,004

株式交付費 692

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,229

賞与引当金の増減額（△は減少） 14,876

退職給付引当金の増減額（△は減少） △224

受取利息及び受取配当金 △1

支払利息 492

為替差損益（△は益） △37

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 1,645

売上債権の増減額（△は増加） △120,286

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,357

仕入債務の増減額（△は減少） △23,493

未払金の増減額（△は減少） △45,740

その他の資産の増減額（△は増加） △4,920

その他の負債の増減額（△は減少） △1,890

小計 △73,233

利息及び配当金の受取額 1

利息の支払額 △449

法人税等の支払額 △37,645

営業活動によるキャッシュ・フロー △111,326

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △9,080

子会社株式の取得による支出 △79,190

敷金及び保証金の増減額（△は増加） △14,254

投資活動によるキャッシュ・フロー △102,524

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △15,000

長期借入金の返済による支出 △4,149

株式の発行による支出 △1,286

未払金の返済による支出 △2,340

財務活動によるキャッシュ・フロー △22,776

現金及び現金同等物に係る換算差額 37

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △236,589

現金及び現金同等物の期首残高 449,633

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 325,644

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 538,689
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

（1）連結の範囲の変更

　　当第１四半期連結会計期間より、平成22年４月１日に株式交換により完全子会社化し

たメディカモバイル株式会社を連結の範囲に含めております。

（2）変更後の連結子会社の数

　　２社

２．会計処理基準に関する事

項の変更

　　資産除去債務に関する会計基準の適用

　　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　　これに伴う営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は、軽微

であります。

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　当社は、過去の決算において、一部の取引について不適切な会計処理が判明したことに関し、社内調査委員会および

社外調査委員会の調査結果ならびに当社会計監査人の監査を踏まえ、平成18年３月期から平成20年３月期にかかる有

価証券報告書および平成20年３月期にかかる半期報告書の訂正報告書を、平成22年４月19日、関東財務局へ提出いた

しました。なお、平成19年３月期にかかる半期報告書および平成21年３月期以降の四半期報告書および有価証券報告

書の訂正報告書につきましては、平成22年４月20日、関東財務局へ提出いたしました。　 

　また、当社は、過去の業績に影響を与える事象の発生後、迅速に調査を行い、ただちに不適切な会計処理の修正を行う

べきであるとの考えに基づき活動を実施しておりましたが、一方で、会計処理の修正後も修正内容の妥当性の再検証

を行うとともに、システム開発案件に関するリリースの状況に焦点を当てた詳細な追加調査をより厳格かつ網羅的に

行っておりました。

　その結果、過去の決算における一部の取引に関する修正内容の訂正および一部の取引に関する新たな修正を要する

ことが判明したため、平成22年６月16日付で、平成18年３月期から平成21年３月期にかかる有価証券報告書、平成18年

３月期から平成20年３月期にかかる半期報告書及び平成21年３月期第１四半期から平成22年３月期第３四半期にか

かる四半期報告書の訂正報告書を関東財務局へ提出いたしました。

　これにより、課徴金など損失の発生する可能性がありますが、現時点において当局の処分内容が確定していない為、

その金額を合理的に見積もることは困難であり、当該事象が今後の財政状態及び経営成績に及ぼす影響は明らかでは

ありません。　　　
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【表示方法の変更】

前第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期貸借対照表関係）

１　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣

府令第50号）の適用に伴い、前第１四半期会計期間にお

いて、流動資産の「その他」に含めていた「貯蔵品」

（10,018千円）は、当第１四半期会計期間は「原材料及

び貯蔵品」と一括して掲記しております。なお、当第１四

半期会計期間に含まれる「原材料」の残高はありませ

ん。

２　前第１四半期会計期間において、固定資産の「投資その

他の資産」に含めて表示しておりました「敷金及び保証

金」は、資産総額の100分の10を超えたため、当第１四半

期会計期間より区分掲記することとしました。なお、前第

１四半期会計期間の固定資産の「投資その他の資産」に

含まれる「敷金及び保証金」は93,486千円であります。

３　前第１四半期会計期間において、流動負債の「その他」

に含めて表示しておりました「未払金」は、負債純資産

総額の100分の10を超えたため、当第１四半期会計期間よ

り区分掲記することとしました。なお、前第１四半期会計

期間の流動負債の「その他」に含まれる「未払金」は

117,198千円であります。　

（四半期連結損益計算書関係）

１　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第

22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣

府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に

より、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調

整前四半期純利益」の科目を表示しております。
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【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．棚卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末の棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の

低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う

方法によっております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 　減価償却の方法として定率法を採用している固定資産については、連結会計

年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※有形固定資産の減価償却累計額は、52,765千円でありま

す。

※有形固定資産の減価償却累計額は、49,580千円でありま

す。

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

　

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の

通りであります。

　

 （千円）

　給料手当 39,384

　賞与引当金繰入額 632

　退職給付引当金繰入額 1,074

　

　

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の

通りであります。

　

 （千円）

　給料手当 91,369

　賞与引当金繰入額 7,545

 

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

　

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

　

　（平成21年６月30日現在） 　

 （千円）

　現金及び預金勘定 121,000

　現金及び現金同等物 121,000

　

　

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に記載されている科目の金額との関係

　

　（平成22年６月30日現在） 　

 （千円）

　現金及び預金勘定 538,689

　現金及び現金同等物 538,689
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

１　発行済株式の種類及び総数

　普通株式　               342,624株

 

２　自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。

 

３　新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　提出会社　4,678千円　

 

４　配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

５　株主資本の金額の著しい変動に関する事項

　当社は、平成22年４月１日付でメディカモバイル株式会社との株式交換を実施いたしました。この結果、当第

１四半期連結会計期間において資本剰余金が751,800千円増加し、当第１四半期連結会計期間末において資本

剰余金が1,685,840千円となっております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　

（追加情報）　

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日）を適用しております。

　

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、ＡＳＰ事業、ｅコマース事業、人材関連事業、オフィスソリューション事業等の複数の事業

を営んでおり、その事業区分ごとに当社及び当社の連結子会社が単一もしくは複数の事業に従事する事業活

動を展開しております。

したがって、当社グループは、事業本部及び連結子会社を基礎としたセグメントから構成されており、「Ａ

ＳＰ事業」、「ｅコマース事業」、「人材関連事業」及び「オフィスソリューション事業」の４つを報告セグ

メントとしております。

「ＡＳＰ事業」はインターネットを利用した外食チェーン並びに介護施設等への業務アプリケーションの

提供、並びに通信、ネットワーク、ハードウエアの整備、運用、保守等の事業を行っております。「ｅコマース事

業」は、インターネットを利用した受発注による商品の販売に関する事業を行っております。「人材関連事

業」は人材教育、研修、採用等のサービス提供に関する事業を行っております。「オフィスソリューション事

業」は携帯電話、コピー機等の販売に関する事業を行っております。
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２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　 　報告セグメント　

合計
　 ＡＳＰ ｅコマース 人材関連

オフィス

ソリューション

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への

売上高　　
210,908 107,663　 534,083　 131,555　 984,210　

セグメント間の

内部売上高

又は振替高　　

　－ － 8,498　 2,536 11,034　

計 　210,908 107,663　 542,581　 134,091　 995,245　

セグメント利益 44,349　 △4,758 121,754　△61,044　 100,301　

　

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

　

　利益 　金額

報告セグメント計 　100,301

のれん償却額 △23,868　

セグメント間取引消去　 2,800　

　四半期連結損益計算書の営業利益 79,232　

　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

（金融商品関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　売掛金が企業集団の事業運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変

動が認められます。　

　

　科目　
　四半期連結貸借対照表計上額（千

円）
　時価（千円） 　差額（千円）　

　売掛金 　　　436,172 　436,172 －　

（注）金融商品の時価の算定方法

売掛金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によっております。

　

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

　前第１四半期会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　関連会社につきましては、損益等からみて重要性に乏しいため記載しておりません。
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（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

１　ストック・オプションに係る当第１四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　販売費及び一般管理費　2,004千円　

 

２　当第１四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　          該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

      当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

  　取得による企業結合

１  被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後

企業の名称、取得した議決権比率及び取得企業を決定するに至った根拠

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　メディカモバイル株式会社

事業の内容　　　　　電気通信及びＡＳＰサービス代理店事業

（2）企業結合を行った主な理由

光通信グループの営業会社であるメディカモバイル株式会社を株式交換によって完全子会社化し営業力を

強化することにより、介護事業者向けＡＳＰ事業の拡大を図るため。

（3）企業結合日

平成22年４月１日

（4）企業結合の法的形式

株式交換

（5）結合後企業の名称

結合企業の名称に変更はありません。

（6）取得した議決権比率

100％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が、株式交換により当社の完全子会社となるメディカモバイル株式会社の議決権の100%を保有すること

になるため、企業結合会計上は当社が取得企業に該当し、メディカモバイル株式会社が被取得企業となります。

　

２　四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成22年４月１日から平成22年６月30日まで

　

３　被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 企業結合日に交付した当社の普通株式の時価 751百万円

取得原価  751百万円

　

４　株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数

（1）株式の種類別の交換比率

当社の普通株式10株：メディカモバイル株式会社の普通株式１株

（2）株式交換比率の算定方法

当社はマックス総合税理士法人を、メディカモバイル株式会社は株式会社東京会計社をそれぞれ第三者機関

として選定して株式交換比率の算定を依頼し、その算定結果をもとに当事者間で協議の上、算定しました。

（3）交付した株式数及びその評価額

交付した株式数　　　　107,400株

交付した株式の評価額　751百万円
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５　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

426百万円

（2）発生原因

主としてメディカモバイル株式会社の携帯販売事業における売上の拡大によって期待される超過収益力であ

ります。

（3）償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

　

６　企業結合が当連結会計期間の開始の日に完了したと仮定した場合の当四半期連結累計期間に係る四半期連結損

益計算書に及ぼす影響の概算額

  当四半期連結会計期間の開始の日よりメディカモバイル株式会社の財務諸表を連結財務諸表に反映してお

りますので、当四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に及ぼす影響はございません。

 

EDINET提出書類

ユニバーサルソリューションシステムズ株式会社(E05523)

四半期報告書

33/38



（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 2,691.47円 １株当たり純資産額 709.96円

２　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

　

１株当たり四半期純損失金額 719.70円 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については

１株当たり四半期純損失であるため記載しておりませ

ん。

　

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

　

１株当たり四半期純損失金額 　 　

四半期純損失（△）（千円） △111,038 　

普通株主に帰属しない金額（千円） － 　

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △111,038 　

期中平均株式数（株） 154,285 　

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度

末から重要な変動があったものの概要

－ 　

　

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　

１株当たり四半期純利益金額 9.82円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
9.75円

　

　 　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りで

あります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　

　１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（千円） 3,363  

普通株主に帰属しない金額（千円） －  

普通株式に係る四半期純利益（千円） 3,363  

期中平均株式数（株） 342,624  

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（千円） － 　

普通株式増加数（株） 2,404 　

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結

会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ 　
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（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月12日

ユニバーサルソリューションシステムズ株式会社

取締役会　御中

優成監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 加藤　善孝　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 本間　洋一　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 狐塚　利光　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているユニバーサルソ

リューションシステムズ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第14期事業年度の第1四半期会計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び第1四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日ま

で）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ユニバーサルソリューションシステムズ株式会社の平成21年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第1四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前々事業年度、前事業年度において営業損失、当期純損失

を計上し、当第1四半期会計期間においても、営業損失65,592千円、四半期純損失111,038千円を計上している。また、営業活

動によるキャッシュ・フローも前事業年度に引き続きマイナスになっている状況において、平成20年12月に償還した社債

の償還資金として調達した短期借入金65,000千円（平成21年７月31日現在60,000千円）の返済期日が平成21年９月に控え

ており、今後のキャッシュ・フローの状況に影響を与える可能性があることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ

るような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する

対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期財務諸表に反映されていない。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月10日

ユニバーサルソリューションシステムズ株式会社

取締役会　御中

優成監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 鶴見　寛　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 狐塚　利光　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているユニバーサルソ

リューションシステムズ株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期

間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ

・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ユニバーサルソリューションシステムズ株式会社及び連結子会社の平成

22年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　追記情報

　追加情報に、過去の決算の訂正に関する記載がある。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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